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応用行動分析学に基づく発達支援法の普及を	
目的とした保育士研修プログラム

松　　﨑　　敦　　子

発達に遅れや偏りのある児童の数は国内外で増加しており，障害の早期発見，早期介入の必要性が強
く示されている。早期介入の方法は広く研究されているが，中でも応用行動分析学（Applied	Behavior	
Analysis： 以下ABAと表記）に基づく発達支援は，エビデンスに基づく支援法としてこれまで大きな
成果をあげてきた。ABAは，行動の原因を個人と環境との相互作用の中に見出し，支援へとつなげる
理論と実践の体系である。具体的には，子どもが自身の経験を通じて「望ましい行動」のレパートリー
を増やしていけるよう，行動を起こすきっかけとなる先行刺激や，行動した結果得られる後続刺激を制
御する（山本・澁谷，2009）。

現在地域での早期発達支援は，児童発達支援事業所（以下事業所と表記）がその役割を担っている。
事業所では保育士を中心として集団療育や個別療育が行われており，保育士には障害児支援に関する専
門的な知識と技術が要求される。しかし，障害に応じた支援方法や問題行動への対応方法を系統的に指
導する研修システムはない。

そこで著者らは，ABAに基づく発達支援法を教授する保育士研修プログラムを開発し，「研究1」で
は事業所に勤務する保育士2名に実施し，保育士の支援技術の変化と参加児への発達促進効果を検討し
た。また，「研究2」では，Train-the-Trainer	（TTT）モデルを用いて新任保育士2名に実施し，研修プ
ログラムの効果と継続的な運用可能性を検討した。TTTモデルとは，研修終了者が〈トレイナー〉と
なり，新任者〈トレイニー〉を教育するモデルで，本研究では「研究1」で研修を終了した保育士2名
がトレイナーとして参加した。

研　究　1

【方法】
1.　参加者

（1）保育士： 事業所に勤務する保育士2名が参加した。2名とも4年の勤務経験があり，グループリー
ダーとして集団・個別療育を実施していた。

（2）参加児： 事業所に通所する児童のうち，研究参加保育士が個別療育を担当する3 ～ 5歳児6名（自
閉症3名，言語発達遅滞3名）が参加した。

2.　保育士研修（介入）
（1）講義： 著者がABAの知識，支援技術，実践に関する講義を，90分×3回実施した。
（2）実践トレーニング： 保育士2名がそれぞれ担当する参加児（各3名）への個別療育場面で，各30
分，週1 ～ 2回，計15回実施した。個別療育では，保育士がメインセラピスト（療育者）として参加児
と関わり，著者は保育士にフィードバックをしながらサブセラピストとして参加した。フィードバック
は，支援技術の評価指標として使用したフィデリティリストに基づき，（i）行動随伴性の説明（例： こ
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のおもちゃは強化力が弱いのでおもちゃを変えましょう），（ii）言語指示（例： もう少し大げさに褒め
てください），（iii）支援のモデリング（例： 褒めるタイミングやバリエーションの持たせ方を実際に
やって見せる）を行った。

（3）ビデオフィードバック： 保育士2名と著者の計3名が参加し，各1時間，週1回，計10回実施した。
その週に実施したすべての個別療育場面の映像を全員で観察し，支援方法や課題を検討し，必要であれ
ば支援技術の練習をした。

3.　従属変数
（1）保育士評価

支援技術の評価： 介入実施前に事前評価を，介入終了から2か月後に事後評価を実施した。事前評価お
よび事後評価では，保育士が担当している参加児への個別療育をそれぞれ1セッション（計3セッ
ション）ビデオ撮影し，セッション開始から5分間の映像を，本研究用に作成されたフィデリティリ
ストを用いて評価した。介入中の評価も同様に，個別療育セッション開始後5分間を評価対象とし
た。フィデリティリストは，（i）環境設定，（ii）先行刺激，（iii）課題設定，（iv）強化刺激，（v）問
題行動への対応の5モジュール，全40項目で構成した。具体的には，子どもが活動の見通しを立てや
すいよう活動のスケジュールを視覚的に示すことができる，子どもの注意をひく時の声の高さ・強
弱・速さ・タイミングが適切である，ターゲット行動の難易を必要に応じて変更することができる，
強化刺激の効果をモニターし強化方法を変更することができる，問題行動があれば的確に対処でき
る，などであった。評価は，研究室に所属する研究アシスタントが，それぞれの項目を「できる」「で
きない」の2件法にて実施し，得点率を算出した。

（2）参加児評価
言語発達： 介入前後に日本語マッカーサー乳幼児言語発達質問紙	（綿巻・小椋，2004）への記入を保護

者に依頼した。日本語マッカーサー乳幼児言語発達質問紙は，日本で標準化された発達検査で，子ど
ものコミュニケーション発達のレベルを評価することができる。

対人社会性： 介入前後に乳幼児発達スケール（三宅他，1989）の「対子ども社会性」と「対成人社会
性」項目の評価を，事業所に勤務する臨床心理士に依頼した。乳幼児発達スケールは，約130項目か
らなる質問について2件法で回答する標準化された発達検査である。

【結果】
（1）保育士評価

支援技術評価： フィデリティリスト得点率の推移を図1に示した。
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（2）参加児評価
言語発達： 表出語彙，助動詞，文の複雑さの項目では5名の得点が上昇，助詞項目では6名全員の得点

が上昇し，合計得点平均も，介入前646.7	（SD＝61.1）から682.5	（SD＝80.9）へ上昇した。
対人社会性： すべての参加児の得点が上昇し，「対子ども社会性」の得点平均は介入前1.7	（SD＝1.5）

から介入後3.7	（SD＝2.4）へ，「対成人社会性」の得点平均は介入前4.8	（SD＝1.6）から6.3	（SD＝1.7）
へそれぞれ上昇した。

【考察】
研究の結果から，本保育士研修プログラムは保育士の支援技術を向上させ，それにより参加児の言語

発達，社会性の発達が促進されたことが示された。さらに，支援技術を獲得するには講義だけでは不十
分であり，数回の実践トレーニングを必要とすることが示唆された。本研修は週1回所属機関で勤務中
に行ったため，保育士の負担は最小限に抑えられ，プログラムの運用可能性は高いと思われる。研究2
では，本研修プログラムの継続的な運用可能性を検討した。

研　究　2

【方法】
1.　参加者

（1）保育士： 事業所に勤務する保育士4名（トレイナー 2名，トレイニー 2名）が，トレイナー 1名×
トレイニー 1名のペア2組となり参加した。トレイナー 2名は研究1の保育士2名であった。

（2）参加児： 事業所に通所する児童のうち，保育士（トレイニー）が個別療育を担当する3 ～ 5歳児4
名（自閉症2名，言語発達遅滞2名）が参加した。

2.　保育士研修（介入）
（1）講義： 研究1と同様，著者がABAの知識，支援技術，実践に関する講義を90分×3回実施した。
（2）実践トレーニング： トレイニー 2名がそれぞれ担当する参加児（各2名）への個別療育場面で，各
30分，週1 ～ 2回，計10回実施した。個別療育では，トレイニーがメインセラピスト（療育者）とし
て参加児と関わり，トレイナーは保育士にフィードバックをしながらサブセラピストとして参加した。

図1　保育士2名の支援技術獲得の推移



	 応用行動分析学に基づく発達支援法の普及を目的とした保育士研修プログラム	 161

著者はスーパーバイザーとして療育場面に同席したが，フィードバックは行わなかった。
（3）ビデオフィードバック： 週1回，保育士4名（トレイナー 2名，トレイニー 2名）と著者がセッショ
ンの様子をビデオ観察し，支援方法の検討を行った。

3.　従属変数
（1）保育士評価
支援技術の評価:	研究1と同様のフィデリティリストを用いて，介入実施前に事前評価を5 ～ 7回，介

入終了から2か月後に事後評価を3回ずつ実施した。介入中の評価も研究1と同様に実施した。
（2）参加児評価
言語発達： 研究1と同様，介入前後に日本語マッカーサー乳幼児言語発達質問紙への記入を保護者に依

頼した。
対人社会性： 研究1と同様，介入前後に乳幼児発達スケールの社会性項目の評価を，事業所に勤務する

臨床心理士に依頼した。

【結果】
（1）保育士評価

支援技術評価： フィデリティリスト得点率の推移を図2に示した。

（2）参加児評価
言語発達： 表出語彙，助詞，助動詞，文の複雑さ，全ての項目において，参加児4名の得点が介入後に

上昇した。合計得点の平均も，介入前558.5	（SD＝106.0）から介入後600.8	（SD＝87.4）へ上昇した。
対人社会性：「対子ども社会性」の得点平均は介入前2.8	（SD＝1.5）から介入後4.3	（SD＝2.9）に，「対

成人社会性」の得点平均は介入前4.8	（SD＝1.1）から5.8	（SD＝1.5）へそれぞれ上昇した。

【考察】
本研究の結果においても，保育士の支援技術が向上し参加児の発達が促進されることが示され，研修

実施者が異なっても本研修プログラムが有効であることが示唆された。介入後に保育士の支援技術が向

図2　保育士（トレイニー）2名の支援技術獲得の推移
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上したことに関して，いくつかの要因が考えられる。講義は，保育士が療育場面をイメージしやすいよ
う，参考となるビデオ映像を使い，実践場面で起こりうる複数の仮想事例を取り入れて実施した。ま
た，実践トレーニングでは，Mazur	（2006）が説明している学習に有効な方法（言語指示，モデリング，
結果の知識，参加児の望ましい行動の増加による強化，言語的強化，セルフモニタリング，及びビデオ
フィードバックでの観察学習など）を複数取り入れた。本研究ではこれらの方法を複合的に適用したた
め，どの方法がどのようなメカニズムで保育士の支援技術を向上させたのかに関しては不明である。今
後はそれらの方法を一つずつ検討していく必要がある。

【結語】
保育士研修のTTTモデルが確立すると，専門家による介入がなくなった後も，支援技術の継承が可

能になる。それにより，障害児が経済的，地理的，社会的制約を受けず，エビデンスに基づく支援を地
域で受けることが可能となり，社会的にも意義は大きい。今後は，保育士が獲得した支援技術の集団場
面への般化効果や，研修を受けた保育士の支援技術の変化がもたらす周囲の保育士への影響等について
も検討していきながら，運用可能性，実行可能性，継続可能性を踏まえた研修プログラムの開発を進め
ていく。
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意思決定におけるリベレーション効果の検討

三　　浦　　大　　志

本研究では，直前の挿入課題が再認判断に及ぼす影響であるリベレーション効果	（Revelation	effect）	
が，意思決定場面でも見られるかどうかを検討した。リベレーション効果は，記憶テストを行う直前に
アナグラムなどの認知課題を行うと，そうでない時に比べて記憶テストに出てくる単語をより「前に見
た」と思いやすい効果である。これまでの先行研究の多くはold/new再認パラダイムを用いてリベレー
ション効果の生起を確認しているが，Bernstein,	Whittlesea,	&	Loftus	（2002）は意味記憶や自伝的記憶
においても本効果が生起することを示している。彼らの研究は，リベレーション効果が様々な実験事態
で生起する可能性を示唆している。しかし，本効果が記憶判断以外でも見られることを示した研究は現
在のところ存在しない。

リベレーション効果の生起メカニズムに関しては様々な理論が提唱されているが，現在有力視されて
いる理論の1つが基準シフト理論（Niewiadomski	&	Hockley,	2001）である。基準シフト理論は，再認


